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序 章                                      
 
 本研究を始めるにあたって，問題の所在と研究の目的，研究の意義等を示す必要がある．
そこで序章では，第 1 節において問題の所在と研究の目的を示し，第 2 節で本研究の位置








































れている注 1）．こうした状況を受け，国際刑事警察機構 （International Criminal Police 
Organization ，以下「INTERPOL」と略す）は，国際オリンピック委員会（International 
Olympic Committee，以下「IOC」と略す）や国際サッカー連盟（Fédération internationale 
de football association，以下「FIFA」と略す）と連携し，国際的な八百長や賭博の取締を
強化する方針を発表し，取り組みを進めている（FIFA，2013；IOC，2014）． 
 このような動向を含め，IOC，FIFA，世界アンチ・ドーピング機構（World Anti Doping 






（Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology，以下「MEXT」と略
す），スポーツ庁（Japan Sports Agency，以下「JSA」と略す），日本スポーツ振興セン
ター（Japan Sport Council，以下「JSC」と略す），あるいは，日本サッカー協会（Japan 








































































































のIs sport losing its integrityや，WADAのアンチ・ドーピングコードに係わるコード改訂に
ついて論じた Lambert（2009）のCompeting Justices of Clean Sport: Strengthening the 









のCorruption: Its impact on fair play，英国の法律とクリケット選手の事例に着目して，賭
けと試合の勝敗に関する八百長，個々のプレーでの八百長の変化について明らかにすること
を，近年の八百長を抑制する法律や賭博産業における自主規制の動きから論じたSerby（2012）
のGambling related match-fixing: a terminal threat to the integrity of sport ?という文献，
さらに，無秩序な賭博と八百長，贈収賄について論じたMcNamee（2013）のThe integrity of 





したAfrican American football athletes' perspectives on institutional integrity in college 
sportや，Schneider（2010）の商業主義と大学スポーツの道徳的な健全性について論じた




年にパリ第一大学（Université Paris 1 Panthéon-Sorbonne，以下「Sorbonne」と略す）と
国際スポーツ安全センタ （ーInternational Centre for Sport Security，以下「ICSS」と略す）





































また，ASCの助成を受けてアデレード大学の研究機関であるAdelaide Research & 










 さらに，オーストラリア保健省（Ministry of Health）内のユニットである「National 









































































































 第 1 に，スポーツ・インテグリティの明示的な概念が示されていないため，そのあるべ
き姿が明確になっていないということである．これによって，そのあるべき姿に接近する
具体的な方策についても十分に解明されていない状況にあると考えられる． 






















































































































課題 1：スポーツ・インテグリティという用語の検討（第 1 章） 
課題 2：スポーツ・インテグリティへの脅威の特定（第 2 章）  
課題 3：スポーツ・インテグリティをめぐる諸問題の発生経緯の解明（第 2 章） 
課題 4：現状の取り組みに関する検討（第 3 章） 







































もに世界 3 大スポーツイベント注 10）と呼ばれている FIFA ワールドカップ大会およびラグ
ビーワールドカップ大会を所轄する FIFA と国際ラグビー連盟（World Rugby，以下「WR」
と略す），そして，スポーツ・インテグリティ保護・強化に関して重要な役割を担うと思わ
れるスポーツ関係機関として WADA，国際コーチング・エクセレンス評議会（International 
Council for Coaching Excellence， 以下「ICCE」と略す），加えて，スポーツ関係政府系
組織として豪州政府系スポーツ関係組織である ASC，NISU，あるいは英国政府系スポー
ツ関係組織である UK スポーツなどを対象とする．また，国内においては，前記の組織と
関連する JOC，日本パラリンピック委員会（Japanese Paralympic Committee，以下「JPC」















































































































































 第 2 章では，スポーツ・インテグリティへの脅威の特定および特徴とその用語活用の発
生経緯について整理することを目的に検討を行う． 




 第 3 章では，スポーツ・インテグリティへの脅威に対して，国内外のスポーツ組織がど
のような取り組みを計画し，また実行しているのか，現状の傾向および，特徴，問題点に
ついて明らかにする． 
 そのために，第 1 節においては，公表されている最新の計画や提言の内容について，ド
ーピング，八百長，汚職といった 3 つの中心的脅威に対する取り組みを中心に概括する．
これによって，スポーツ組織に求められている今日的取り組みの傾向と課題を事例的に把











 第 4 章では，今後のスポーツ・インテグリティ保護・強化に関する取り組みの方向性の
視点を設定し，取り組みを推進するための提案を行うことを目的とする． 




































6,207 人のうち約 4,000 人が小中学生であったという（産経スポーツ新聞，2014）．
さらに，サポーターによる人種差別的行為が，クラブチームや関係団体に大きな損
害を与える事例も報告されている（並木，2014）． 







注 4）IOC は，以下のようなスポーツ賭博システムを紹介している． 
 賭博監視／詐欺行為検知の会社（例：アーリーワーニングシステム（EWS），スポー
ツリーダー，スポーツインテグリティモニタ （ースポーツ IM）など）．IOC は，2013
年に，インテグリティ ベッティング インテリジェンス システム（IBIS）というス
ポーツ賭博監視のためのインテリジェンス情報共有システムを創設している（IOC，
2016）．FIFA は，アーリーワーニングシステム（EWS）と連携している． 










である「グーグル・スカラー（Google Scholar）」を用い，2015 年 5 月 6 日に行っ
た．この調査では，「sport あるいは sports」という用語と“integrity”の両方の
用語をタイトルに含む文献（以下，Sport-integrity 文献）は全部で，単純に 82 件
（重複文献＝4，除外文献＝1 を含む）検索されたが，一方で，「sport あるいは sports」
と「ethic あるいは ethical」の両方の用語をタイトルに含む文献は，その約 14.6 倍
にあたる 1,199 件であった．また，「sport あるいは sport」という用語と“value”
の両方の用語をタイトルに含む文献は，Sport-integrity 文献の約 18.4 倍にあたる
1,505 件の文献が検出されている．日本語文献調査（2015 年 5 月 6 日実施）は，国
立情報学研究所が運営する学術情報データベース CiNii を使用した．CiNii から検
索できる日本の論文において，スポーツ（sport または sports も含む）とインテグ
リティ（インテグリティーまたは integrity も含む）の両方の用語をタイトルに含む
文献を検索•抽出した．同様の調査は，2014 年 10 月 26 日にも実施した．また，国
内の高等教育機関である筑波大学および早稲田大学所蔵の日本語文献調査（2015 年
4 月 30 日）も行った．この調査の結果スポーツ・インテグリティに関する文献発表
年の変遷を歴史的視点から概観すると，大きく 5 つに区分される特徴があることが
確認されている．第 1 期は，1986 年以前であり，“integrity”という用語を表題に
用いた文献が 1 つも検索されなかった．第 2 期は，1987 年から 1992 年の間であり
5 件の文献が初めて検索された時期，第 3 期は，1993 年から 2000 年の間であり該
当する文献が再び全く検出されなかった時期，第 4 期は，2001 年から 2006 年の間
であり，表題に“integrity”を含む文献が再び発表され始めた時期であり，そして
第 5 期は，急激な文献発表数の増加傾向が認められた 2008 年から現在までの時期
である． 
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注 10）観光庁が開催した都道府県・政令市観光担当課長会議（平成 24 年 9 月 28 日）にお
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 しかし，2016 年に IOC が INTERPOL と共同で策定した「不正操作からスポーツを守る










 加えて，国際ラグビー連盟は，2014 年 11 月に設立以来の名称（International Rugby 
Board）を“World Rugby”へと変更した（World Rugby，以下「WR」と略す）．また，













界アンチ・ドーピング機構（World Anti Doping Agency，以下「WADA」と略す）が 2011
年発表した「戦略計画：STRATEGIC PLAN 2011-2016」の記述である． 
 この戦略プランの冒頭には，8つの戦略目標が掲げられている．そこには「これらの目標
は，アンチ•ドーピングとWADAのガバナンスや事業活動における今日的環境とこれまで見
られなかった新たな動向によるWorld Anti Doping Codeに基づくものである」（WADA，
2011，p．3）と記述されている． 
 そして，この戦略プランには，すべての WADA の仕事とその戦略目標を履行するための
3 つの方針が示されており，その第 1 に，「スポーツと若者のインテグリティと価値を守り
助けること」（WADA，2011，p．3）とし，インテグリティという用語が活用されている． 
 しかし，この 2011 年に示された戦略プランにおいて特筆されることは，WADA のプラ
ンを構成する「スポーツ•インテグリティの維持」（WADA，2011，p．5）や「スポーツ•
インテグリティの保護」（WADA，2011，p．5）が示されたことであろう．ちなみに，WADA
の戦略プラン（STRATEGIC PLAN）は 2001 年に策定され，この後 2004 年と 2007 年に


































































































レンス評議会（International Council for Coaching Excellence，以下「ICCE」と略す）は，
integrity を，「コーチのための行動規範」の 7 つの原則の 1 つとして示している．ここに
は，インテグリティが自身の価値観や行動に忠実であり，ロールモデルとして行動するこ
とと示されている注 2）（ICCE，2012）．  
 さらに，調査研究分野においては，序章第 2 節「先行研究の検討」の第１項で取り上げ
















（ASC，2011）．ちなみに，この ASC の内容については，WADA の事務総長 David Howman
などが公式に引用している（Howman，2015）．これは，その内容の信頼性を伺わせる一例
でもあると思われる． 
































integrity of sport とはクリーンなアスリートを守るという意味である． 
ensuring the integrity of sport means protecting the clean athletes． （IOC,2015） 
WR 
Integrityとは，ゲームの核をなすものであり誠実さとフェアプレイによって生み出される．





Integrity is the integration of outward actions and inner values． A person with integrity 
















































































































































































































































































































behavior などによって構成されるのが，“integrity of sport”だと定義できると考え
る．調査は，2015 年 2 月 5 日に，JSC スポーツ•インテグリティ•ユニットメンバー
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第２章 スポーツ・インテグリティへの脅威と用語活用の発生経緯の解明         
 
 第 1 章では，本研究の「スポーツ・インテグリティ」についての定義を「スポーツが様々
な脅威により欠けるところなく，価値ある高潔な状態」とした． 





 第 2 章では，「スポーツ・インテグリティ」への脅威の特定および特徴とその用語活用
の発生経緯について整理することを目的に検討を行う． 
 そのために，第 1 節では，国内外の調査機関およびスポーツ組織が示しているスポーツ・
インテグリティへの脅威を，その内容の類似性や問題性の観点から分類し考察する． 




















第 1 節 スポーツ•インテグリティへの脅威に関する検討 
 
第１項 スポーツ組織が示すスポーツ・インテグリティへの脅威に関する概観 























  （Oxford Research，2010）を参考に筆者が作成） 
図2-1 オックスフォード•リサーチが示すスポーツ•インテグリティへの脅威 






















































 同じく序章で述べたオーストラリア保健省（Ministry of Health）内のユニットである




NISU が，2014 年に公表した「Understanding the Threat to the Integrity of Australian 












































表 2-1 調査機関およびスポーツ組織が示すスポーツ・インテグリティへの脅威 












ドーピング関連       
 違法なパフォーマンスの強化    ●   
違法な薬物使用とフィールド外での違法行為    ●   
ドーピング ●     ● 
PED（運動能力向上薬）の使用  ●     
八百長・違法賭博関連       
 八百長・違法賭博 ●     ● 
八百長と他の非倫理的な意志による成果    ●   
八百長，試合に意図的に負ける等の行為を通し
た試合の不正操作 
 ●   ●  
試合結果にからむ八百長 ●      
八百長を誘発する賭け行為 ●      
暴力•ハラスメント       
 ハラスメント•パワハラ•セクハラ     ● ● 
暴言・暴力  ● ● ●   
いじめ 嫌がらせ  ●  ●   
児童虐待  ●     
汚職・腐敗，不正な財的行為（金品や地位に絡む不正）      
 贈賄賂     ●  
マネー•ロンダリング ●      
不正な経理•資金的不正 ●      
スポーツ活動にからむ資金不正 ●      
差別•不平等       
 人種差別•差別  ●   ● ● 
不平等   ●    





チート行為 ●    ●  
スポーツ事故      ● 
違法なテクノロジーの活用 ●      
ルールに反する勝利   ●    
反社会的行為や態度  ● ●    
不当な優位性を作り出すこと  ●     




スパイ行為：espionage ●      
自治に関する外部からの圧力     ●  
ガバナンス欠如     ●  
下記の文献を用いて筆者が作成 














































































2015 年 12 月に英国政府が，英国の新たなスポーツ立国戦略として発表した“Sporting 


















る事例も報告されている．一例をあげると，2014 年にサッカーの J リーグにおいて，浦
和レッズのサポーターグループの一部のメンバーが“JAPANESE ONLY（日本人限定）”
と書かれた人種・民族差別を想起させる横断幕を掲げたことから，2014 年 3 月 23 日の清
水エスパルス戦が，J リーグ史上初の無観客試合となった．この無観客試合による浦和レ











表 2-2 スポーツ・インテグリティを脅かす要因からみた分類 

























































 ローボトム（2014）は，「ロンドンオリンピック大会前年の 2011 年に，違法なスポーツ
賭博などからの圧力がスポーツに対する脅威となる可能性を認めた，国際オリンピック委
員会のジャック・ロゲ会長（当時）は，『スポーツは危機に瀕している』と宣言した」
（Rowbottom，2014，p．7）と伝えている．また，INTERPOL のロナルドは，2011 年 3











 さらに，欧州サッカー連盟（Union of European Football Associations，以下「UEFA」
と略す）が，八百長の危険性について論議し，初の Integrity Officers' workshop を開催し
たのも 2011 年である（UEFA，2011）．そして，INTERPOL が，スポーツにおける犯罪
行為に対して取り組む専門部署として“Integrity in Sports Unit”を新設したのも 2011
年のことであった注 5）． 
 2011 年以降の数年について概括すると，翌年の 2012 年に，豪州連邦政府は保健省内に





 2013 年 5 月に，ドイツのベルリンにおいて開催された「第 5 回体育・スポーツ担当大
臣等国際会議（International Conference of Ministers and Senior Officials Responsible 
for Physical Education and Sport，以下「MINEPS V」と略す）においては，はじめて





















“ Adelaide Research & Innovation ” の Integrity in Sport Literature Review



















表 2-3 国外において社会問題となった主なスポーツ・インテグリティをめぐる問題 


















ら 2012 年までの世界選手権と五輪の中長距離種目で全メダルの 3 分


























2006 イタリア サッカーセリエ A で八百長発覚． 八百長 












表 2-4 国外の各スポーツ組織におけるインテグリティに関する新たな動向 
年 組織・機関 名称 
2016 
フィンランド政府 
Finnish Anti-Doping Agency の役割を広げるかたちで Finnish 








五輪開催国組織委員会と恊働 Joint Intelligence Integrity Unit
の設置を求める． 
英国政府 
「Sporting Future：A New Strategy for an Active Nation」策






（Council of Europe） 
「スポーツ試合の不正操作防止のための国際条約」制定． 




第 5 回体育・スポーツ 
担当大臣等国際会議 
スポーツのインテグリティを守る（Preserving the Integrity of 
Sport）」がメインテーマ．スポーツの価値へのコミットメントや
八百長，違法賭博，ドーピングや汚職に対して立ち向かうことを
表明（第 5 回 MINEPS 最終報告書，2013，ドイツ）． 
オーストラリア犯罪委員会 
「オーストラリアのプロスポーツにおけるインテグリティへの
脅威  （Threats to the integrity of professional sport in 
Australia）」に関するレポートを発表．（ACC，2013） 
国際サッカー連盟 Security and Integrity Committee 新設． 
2012 豪州政府 National Integrity of Sport Unit を新設（保健省）． 
2011 




    “What is sport integrity?” （ASC 公式 Web サイト） 
国際ラグビー連盟 ラグビー憲章に「integrity」という項目を明示． 


















表 2-5 スポーツ領域における”integrity”という用語を表題に含む英語文献 
Google Scholar を用いた英文献検索（2016.7.19 現在） 
 































































































略す）」を設置した．そして，この会議は 2013 年 7 月に「私たちは未来からスポーツを

















 他方で，日本スポーツ法学会第 20 回大会，および文部科学省タスクフォースの報告書
が発表された 2013 年以降は，国内において，インテグリティという用語を用いた活動や
文献は，国内スポーツ組織から立て続けに示されている． 






2016）．また，翌年の 2014 年には，JSC が「スポーツ・インテグリティ・ユニット」を
設置し，スポーツにおける八百長・違法賭博，ガバナンス欠如，暴力，ドーピング等の様々
な脅威から，スポーツの健全性・高潔性を護る取り組みを開始している（勝田，2015）． 



































表 2-6 国内において社会問題となった主なスポーツ・インテグリティをめぐる問題 
年 社会問題化した事象 問題要因 
 
2016 




















































表 2-7 国内各スポーツ組織および関係会議におけるインテグリティに関する動向 



























Sport Integrity Unit を新設． 


























































 2014 年 6 月に JSC が開催した「Integrity of Sport を考える」をテーマとしたシンポジ










































 第 2 章では，スポーツ・インテグリティへの脅威の特定および特徴と，その用語活用の
発生経緯について整理することを目的に検討を行った． 
































































































































注 4）ラグビー憲章制定に関する議論は，1997 年から開始され，2004 年の IRB（現在は










Federation：以下「ITF」と略す）が，2008 年に Tennis Integrity Unit を新設した
程度である．また，国際クリケット評議会は 2008 年に，インテグリティ活動に類似
した，Anti-Corruption Unit を設立した． 
注 6）調査は，論文，学術誌，出版物などの学術研究論文の検索が可能なウェブ検索サイ
トである「グーグル・スカラー（Google Scholar）」を用い，2016 年 7 月 19 日に行
った．この調査では，「sport あるいは sports」という用語と，“integrity”の両方の
用語をタイトルに含む文献（以下「Sport-integrit 文献」と略す）は合計で 97 件（引
用文献含む）が検索された．一方で，「sport あるいは sports」と「ethic あるいは ethical」
の両方の用語をタイトルに含む文献は，その 523 件であった．また，「sport あるいは
sports」という用語と“value”の両方の用語をタイトルに含む文献は，Sport-integrity
文献の 16.7 倍にあたる 1,620 件の文献が検出されている． 
注 7）2016 年バージョンとして示された「IOC Code of Ethics and other texts 2016」で
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第３章 スポーツ・インテグリティ保護・強化に関する取り組みの現状の検討    
 




























































アクション 1 組織能力の強化及び責任範囲の明確化              
（即座に開始済み．2016 年中頃を目処完了） 
アクション 2 業務と財務の法的な再調査 
（法律事務所が執務開始．2016 年中頃に完了見込み） 
アクション 3 説明責任の厳格化及び IAAF 職員の身元調査 
（2016 年中頃に完了見込み） 





アクション 5 IAAF 憲章の近代化及び合目的化 
（2017 年 8 月の総会にて採択が必要） 
アクション 6 競技のインテグリティを脅かす要因の調査，インテグリティ・ユニット
を設置（2016 年のリオオリンピックまでに本格稼働する見込み） 
アクション 7 アンチ・ドーピングの予算を倍増 
（400 万ドルから 800 万ドルへ） 

























































 2014年に行われたパリ第一大学と国際スポーツ安全センタ （ーInternational Centre for 
Sport Security，以下「ICSS」と略す）のプロジェクトが公表した Guiding Principles for 




























会（International Olympic Committee，以下「IOC」と略す）は，2014 年 12 月の臨時
総会において採択されたオリンピック憲章の改定を含む中長期改革案「アジェンダ 2020」
において，「試合の八百長，あらゆる種類の競技結果の操作，関連する不正のリスクについ
て健全な教育を施し，問題認識向上プログラムを推進するため 1，000 万 US ドルを投じ
る」（IOC，2014， p．16）と表明している．そして，2014 年 9 月には国際刑事警察機構 




































































（Fédération internationale de football association，以下「FIFA」と略す）は，同年 9


















そして，「ゆえに政府は Open Government Partnership，Common Wealth Advisory 
Body on Sport（CABOS），国際連合（UN）およびその他関係団体と連携・共同し，腐敗
に立ち向かうためのさらなる措置を講じる」（Ibid，2015，p．64）とし，さらに「このよ
うな目的に向かって政府はすでにThe Department for Culture，Media & Sport（DCMS）
の議長によるワーキンググループを開催し，内閣府，法務省及び内務省に加え，UK スポ
ーツ，スポーツ・イングランド， 賭博規制委員会及びスポーツ賭博インテグリティ・フォ
ーラムが参加した．ワーキンググループは Transparency International 及び経済協力開発
機構（OECD）の専門性を活用する」（Ibid，2015，p．64）との方針も示している． 











 また，オーストラリア・スポーツコミッション（Australian Sports Commission，以下 










リスクのレベルに対して，「オーストラリア保健省内のユニットである National Integrity 
of Sport Unit（以下「NISU 」と略す）」が管理するスポーツ•インテグリティ脅威評価










織全体に求められている「汚職•腐敗問題」に関する取り組みと考える．   
 表 3-3 は，これらの内容を，キーワードとともにまとめて示したものである． 
 
 

























す最新の取り組みを整理し，表 3-1，表 3-2，そして表 3-3 に，それぞれ示した． 
 第 2 項では，まず，この 3 つの表の内容について，類似性および共通性の観点から精査
する．精査にあたっては，日本スポーツ振興センタ （ーJapan Sport Council，以下「JSC」
と略す）インテグリティ•ユニットスタッフおよび大学関係者と行った． 








e: 検査•捜査等，監視•モニタリング  
























 表 1〜3 に共通的に見られた取り組み 
中心的脅威に対する最新の取り組み 
表明，言及，報告 表明，方針 表明，指摘 a:取り組みに関する方針，表明，言及 
プラン，憲章，規程 憲章，ガイドライン ガイドライン，規程，憲章 b:憲章，規程，ガイドライン等策定，見直し 
専門部署，専門人材 専門部署，専門人材  c:専門部署の設置，専門人材の配置 
外部連携 外部連携 外部連携 d:政府機関および専門機関等との外部連携 
検査•捜査 監視，抑止，モニタリング 脅威評価， e:検査•捜査等，監視•モニタリング  
 通報窓口 通報（告訴） f:通報に関するシステム設置•強化  
教育 教育•啓発 教育プログラム評価 g:教育に関する活動 
予算 予算  h:予算措置 
  ポリシー評価 i:活動•事業等評価活動 
法的•財的業務 法的フレーム 司法権 j:法的•財的取り組み（措置，適用） 





































































また，WADA の「世界アンチ•ドーピング規程」には，IOC および IPC に対して，アンチ・
ドーピング教育の推進が示されている（WADA，2015， pp．103-104）． 



















































































 以下，IOC の取り組みを示す． 
［2014 年］ 
•2014 年 9 月，スポーツの不正な賭けに絡んだ八百長に対して連携・強化することを目的
とした INTERPOL と覚書を締結（IOC，2015，p．1）． 
•2014 年 12 月の IOC 臨時総会において採択されたオリンピック憲章の改定を含む中長期
改革案「アジェンダ 2020」「試合の八百長，あらゆる種類の競技結果の操作，関連する
不正のリスクについて健全な教育を施し，問題認識向上プログラムを推進するため 1,000




















•不正な賭けに絡んだ八百長対策を目的とした「Integrity Betting Intelligence System」 
と呼ばれる監視情報共有システムをリオデジャネイロオリンピック大会より導入．この






















（International Paralympic Committee， 以下「IPC」と略す）の取り組みを示す． 
［2013 年］ 
















•2012 年 6 月，ゲームのインテグリティの保護などを目的としたセキュリティ部門を創設
（IFA Security，2015） ． 
•「FIFA の目的は，アスリートの身体的・道徳的なインテグリティと同様に，サッカーに
おける公平さを妥協なく保護することである」（FIFA，2015b）と表明． 







•Security and Integrity Committee を新設（2013 年） 
［2015 年］ 
•2015 年に改訂された FIFA の定款（FIFA STATUTES：2015 edition）には，FIFA の目













•ホームページ上に Integrity という情報提供•教育啓発サイトを設置．これは，2014 年
11 月に設立以来の名称を International Rugby Board から World Rugby と変更したと
きに，それまでホームページ上に Keep Rugby Onside-The IRB’s Anti-Corruption と表























































 具体的には，2012年に保健省内に設置された NISU，独立政府組織の ASC，そして連
邦政府から国内のアンチ•ドーピング活動の中心となる権限を付与されている豪州アンチ



































 以上，豪州の政府関係機関の NISU，ASC，ACC それぞれの取り組みの一例を示した．























• 2015 年 12 月に新たなスポーツ立国戦略として Sporting Future : A New Strategy for 




















表 3-6 国外スポーツ組織のスポーツ・インテグリティに関する主な取り組みの詳細 
＊網掛け表示は，第１節で示した内容と重複する内容 








・「integrity of sport を守ることの最終目標は，クリーンなアスリートを
守り，公平な競技大会をアスリートに提供することである」（Agenda 
2020-20+20 の提言 15，2014） 
・INTERPOL とスポーツの不正な賭けに絡んだ八百長に対して連携・強
化する覚書を締結（2014 年 9 月） 
・新たな 2，000 万 US ドルの「クリーン選手保護」基金を活用する．  
・「試合の八百長，あらゆる種類の競技結果の操作，関連する不正のリス
クについ て，健全な教育を施し，問題認識向上プログラムを推進するた
め 1，000 万 US ドルを投じる」表明．  
・「アンチ・ドーピングへの新たな科学的アプローチを推進するプロジェ
クトの支援に 1，000 万 US ドルを投じる」 
・オリンピック憲章 〔2015 年 8 月 2 日から有効〕 改訂．「ドーピン
グに対する戦いを主導し，いかなる形態の競技の不正操作， および関連
する不正行為に対抗する行動をとることにより， クリーンな選手と






・「Integrity Betting Intelligence System （IBIS） 」と呼ばれる試合の
不正な賭けに絡んだ八百長対策を目的とした監視情報共有システムを構
築 

















































    システム 
IPC 
・スポーツのインテグリティと選手の健康を促進し，保護するために，IPC






常に重要な課題である．（FIFA 事務総長 ジェローム・バルク：JSC News 
Letter． 2014．5．7） 

















年 5 月） 











































・保健省内に「National Integrity of Sport Unit（NISU）設置」2012 







































・「Sporting Future :A New Strategy for an Active Nation」発表 






































ることが，WADAの最優先事項である」（WADA President， Sir Craig 
Reedie） 































































































•平成 25 年に行われた JSC 法改正に伴い，「スポーツに関する活動が公正かつ適切に
実施されるようにするため必要な業務」が新たな業務として加えられたことを踏まえ，




































































































































































較分析を行う必要性があることから，WR の傘下にある日本ラグビー協会（Japan Rugby 
Football Union，以下「JRFU」と略す），IAAF の傘下にある日本陸上競技連盟（Japan 

















































10）や JTA 注 11）などのコンプライアンス，ガバナンス強化を目的としたセミナーや，また
JADA についてはアンチ・ドーピングに関する調査や研修など多数散見されている．しか
し，ここでは，インテグリティという用語活用が確認された取り組みを検討対象とした． 




表 3-8 国内スポーツ組織・機関のスポーツ・インテグリティに関する主な取り組み 

























・試合操作の可能性を検出して警告するシステム EWS 導入 














JRFU ・理事会にて「インテグリティ・オフィサー」配置決定． 専門人材（計画） 
































































































































ら国内外ともに「その他」を含む以下の A から H の 8 項目に整理することができた． 





















精査した．その結果，「その他」を含めて 11 項目に整理することができた． 




 また，本項では，まず，最新の取り組みである 11 項目と，これまでの取り組みである 8
項目を比較し，その内容の共通性や類似性の観点から，スポーツ•インテグリティという
用語によって計画または展開されているスポーツ組織の取り組み全体について精査した． 
 精査にあたっては，複数の JSC インテグリティ•ユニットスタッフ数名と行った． 
その結果，現状におけるスポーツ•インテグリティ保護•強化に関するスポーツ組織の取り
























































f:通報システム設置•強化  F 監視 モニタリング 
通報•相談窓口 
 
g:教育に関する活動   


































































integrity of sport, sport integrity, Sporting integrity, Integrity in Sport といった表記が
見られた．しかし，integrity by sport や integrity for sport, integrity through sport など，
for, by, through といった前置詞を用いた表記は確認できなかった．本研究においては，こ
の前置詞の活用を，スポーツ組織が示すスポーツ•インテグリティの取り組みの方向性に
関する検討を示すものと捉えて着目し，今後の検討に関する知見としたい． 
 具体的には，スポーツ•インテグリティの用語表記に関して，of, in が一般的に活用され
ている状況は，スポーツのインテグリティと和訳できることから，これは内向きな表現で






表 3-12 スポーツ•インテグリティ保護•強化に関する用語活用事例 







Guiding Principles for 
Protecting the Integrity of 
Sports Competitions，2014 
 
The main objectives of the Sorbonne-ICSS Guiding Principles are to 
provide a framework to protect the integrity of sport for various 
stakeholder groups including government （legislation， law 
enforcement， taxation， anti-corruption and regulation authorities）， 
sport， associated sport industries and betting operators， whilst 




英国政府 Sporting Future，2015 







to protect clean athletes and the integrity of sport， by leading the fight 
against doping， and by taking action against all forms of manipulation 





Centralisation of the collection of information and subsequent analysis 
and exchange with the appropriate authorities is vital for the protection 
of the integrity of sport．（INTERPOL•IOC，2016）p．40） 
IPC 
IPC Code of Ethics 
（IPC，2013） 
Established the IPC Anti-Doping Code to promote and protect the 





to promote integrity， ethics and fair play with a view to preventing all 
methods or practices， such as corruption， doping or match 
manipulation， which might jeopardise the integrity of matches， 
competitions， Players， Officials and Members or give rise to abuse of 
Association Football（FIFA STATUTES，2015）． 
関係機関 WADA 
STRATEGIC PLAN preserve the integrity and value of sport and youth（2011–2016，p．3）． 
Johannesburg 
Declaration 2013 
Emphasizing the need to protect all clean athletes， to preserve the 
integrity of sport competitions and to ensure a level playing field;  
下記の文献を用いて筆者が作成 







表 3-13 各スポーツ組織が用いているスポーツ•インテグリティに関する用語表記 






integrity of sport （British Government，2015） 
ASC sport integrity （ASC，2011） 





integrity of sport 
（IOC Code of Ethics， 2012） 
（INTERPOL•IOC， 2016） 
IPC 
integrity of sport  （IPC Anti-Doping Code， 
2015） 
競技団体 FIFA Sporting integrity （FIFA STATUTES，2015） 
関係機関 
WADA integrity in Sport （WADA， 2015） 
JADA integrity of Sport （JADA，2013b） 
その他•参考 
Oxford Research integrity of Sport （Oxford Research，2010） 
INTERPOL integrity in Sports （INTERPOL，2015） 
下記の文献を用いて筆者が作成 
（Oxford Research，2010；ASC，2011；IOC， 2012；JADA，2013b；British government，2015； IPC， 2015；


























 その一例として，2015 年に IOC が INTERPOL と共同した策定した IOC HANDBOOK
には，IAAF がロードマップとして発表した REBUILDING TRUST （IAAF，2016），
ASC が策定した「ASC インテグリティ•ガイドライン」（ASC，2016）や「英国ガバナ
ンス憲章」（UK Sport，2016）などは，その代表的なものと思われる． 















英国政府 Sporting Future（2015） 
ASC 






Handbook on Protecting Sport 
from Competition Manipulation （2016） 
IPC IPC Code of Ethics 
競技団体 
FIFA 
FIFA Statutes（2015 edition） 
FIFA Code of Ethics（2012 edition） 
FIFA Code of Conduct（Draft 2012） 
WR Playing Charter 
IAAF REBUILDING TRUST 
関係機関 
WADA STRATEGIC PLAN 2015-2019 

























認された組織は，国外では，豪州政府（National Sport Integrity Unit：NISU），IOC（リ
オデジャネイロオリンピック大会時に Joint Integrity & Intelligence Unit：JIIU 設置），
FIFA（Security and Integrity Committee），WR（2015 ラグビー•ワールド•カップ大会
時に Senior Legal Counsel & Integrity Unit Manager 任命），ITF（Tennis Integrity Unit）
などでであった．また，計画段階として確認されたのは，英国政府，IAAF などであった
（NISU，2013; INTERPOL•IOC，2016; FIFA Security，2015; Saunders，J．S and 
Pearman，L，2016; ITF: BRITISH GOVERNMENT，2015; IAAF，2016）． 
 また，国内では，JSC（スポーツ•インテグリティ•ユニット）や JFA（インテグリティ
協議会およびインテグリティ•プロジェクト），そして 2020 組織委員会（インテグリティ• 
ディレクターとインテグリティ•オフィサーの配置）などで確認された（日本スポーツ振
興センター，2015; J．league，2016）． 














フィンランド政府 Finnish Center for Integrity in Sports （2016） 
豪州連邦政府 National Integrity of Sport Unit （2012） 













Senior Legal Counsel & Integrity Unit Manager 
（2015）  

















 このような今後の方向性に関して IOC は，関係する全てのスポーツ団体に対して「不正
競技操作に関するインテリジェンスの調整」や「不正競技操作について事実究明尋問をで
きるよう，任命され，訓練されることを確認する」などの役割と責任を負うインテグリテ
ィ•オフィサーもしくはユニットを任命することを求めている （INTERPOL•IOC，2016）．  
 また，FIFA や WR のスポーツ•インテグリティに関する委員会やスタッフの名称に
“Security”あるいは“Legal”という単語が，インテグリティと併記されていることから，
大規模な国際大会を開催する競技団体に，安全や法的な専門人材が求められていることも，
本研究において得られた今日的特徴の 1 つと考える． 
 しかし，このような動向を一スポーツ団体側の状況から見ると，IOC が求めるような，















































表 3-16 インテグリティ保護•強化に関する他組織等との外部連携•協力（一例） 
＊印は日本国内組織を表す 
組織区分 組織 具体的連携が確認された組織 
政府（系）機関 ＊JSC JADA，2020組織委員会 
競技団体統括組織 IOC INTERPOL， UK Gambling Commission 
 
競技団体 
FIFA INTERPOL（2015）， UK Gambling Commission  
＊JFA INTERPOL， JSC  
WR INTERPOL， UK Gambling Commission 
関係機関 
WADA 
IOC， INTERPOL， 日本製薬団体連合会•JADA 
 三者間共同宣言調印（2013） 





































































































究は，豪州政府機関である NISU の Sport Integrity Workshop の報告書（NISU，2013）



























表 3-17 通報•相談窓口設置，情報収集•分析のための 
調査等，監視•検査等のモニタリング 






・ACC ：Threats to the integrity of professional sport in Australia」調
査報告 （ACC，2013） 
・NISU：行っているスポーツ組織の潜在的なインテグリティに対するスポ





























































 さらに，スポーツ・インテグリティ保護•強化の関連組織の 1 つでもある INTERPOL
は，「八百長防止策の確立に向けて，発展的なトレーニング・教育・防止のプログラムをつ
くり上げる」（INTERPOL，2015）と述べ，IOC や FIFA などと連携し，そのプログラム
開発と関係する各国スポーツ組織での展開を進めている． 



































ツ関係者以外にも公開した代表的なシンポジウムとしては，JSC が 2014 年に開催した
「Integrity of Sport を考える」（日本スポーツ振興センター，2014），あるいは JADA は，
2015 年「TOKYO 2020 に向けた，スポーツのインテグリティ， クリーンなアスリート
を取り巻く対応への，世界からの期待: 専門分野を越えた連携」（日本アンチ•ドーピング
機構，2015）などがあげられる． 















表 3-18 研修，情報提供，教材開発等の教育的アプローチを含む教育的活動 
（一例） 
＊印は日本国内組織を表す 





























































ジとして「方針 ⇒ 規範 ⇒ 規程・規則・ガイドライン等（新設/改正）⇒ 教育ハンドブ





































































































の支援に 1，000 万 US ドルを投じる」と表明 
・新たな 2，000 万 US ドルの「クリーン選手保護」基金を活用すると表明．  
・「試合の八百長，あらゆる種類の競技結果の操作，関連する不正のリスクに
ついて，健全な教育を施し，問題認識向上プログラムを推進するため 1000




























ける課題の 1 つとして取り上げる． 
 前者の代表的組織としては，IOC や FIFA，豪州政府，国内では JSC，JFA などあげら

































ない可能性が見られた．本研究においては，この問題を，IF と NF の連携性に関する問題
と位置づける． 
 このような IF と NF の連携性に関する問題は，IOC-JOC，WR-JRFU，IAAF-JAAF，
ITF-JTF といった多くのスポーツ組織において確認された． 
 同様の問題は，教育情報の提供に関しても確認された．たとえば，IF の Web サイト上
には，試合の不正操作に関する教育プログラムや情報提供サイトが設けられているが，関






























































フォード•リサーチの調査やSorbonne•ICSS調査報告，英国政府のSporting Future ， 英














第 4 節 本章のまとめ 
 
 第 3 章では，スポーツ•インテグリティ保護•強化におけるスポーツ組織の現状の取り組
みの傾向，特徴，そして問題点を明らかにすることを目的として検討を行った． 












示唆された．また，上記の 11 項目は，2014 年以降に発表したものであるため，計画段階
や開始間もないことが推測されるため，取り組みの実践性と実効性に関する課題も確認さ
れた． 


























































































注 4）国土交通省観光庁が開催した都道府県・政令市観光担当課長会議（平成 24 年 9 月







































































ポーツドクターの育成も重要である」． 調査は，2015 年 2 月 26 日に，JSC スポーツ
















ASC（2011）What is sport integrity?  Australian Sports Commission． http://www．
ausport．gov．au/supporting/integrity_in_sport/about/what_is_sport_integrity, 
（参照日 2017 年 5 月 5 日） 
ASC（2016）Integrity guidelines for directors and leaders of sporting organisations． 
Australian Sports Commission． 
British Government（2015）Sporting Future，A New Strategy for an Active Nation． 
Chappelet（2010）Jean-Loup Chappelet． Autonomy of sport in Europe． 
FIFA Code（2012）FIFA Code of Ethics，2012 edition． 
FIFA STATUTES（2015）FIFA STATUTES，2015 edition． 
FIFA Security（2015）About FIFA website．Security and Integrity Committee．  
http://www．fifa．com/about-fifa/committees/committee=1912401/index．html, 
（参照日 2017 年 5 月 5 日） 
FIFA（2015a）Report submitted to the FIFA Executive Committee by the independent 
Chairman of the FIFA Audit and Compliance Committee．Substantiation of the 
Reform Proposals Presented at the FIFA Executive Committee Meeting of 20 July 
2015． 
FIFA（2015b）About FIFA security．website． http://www．fifa．com/governance/security 
/about-fifa-security．html,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 





6p_p_col_id%3Dcolumn-4%26p_p_col_count%3D1, （参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
IAAF （2016）REBUILDING TRUST PRESS RELEASE （05 January 16），Website． 
https://www．iaaf．org/news/press-release/rebuilding-trust-road-map-2016,（参照日
2017 年 5 月 5 日）． 




COMPETITION MANIPULATION ． International Olympic Committee ， 
International Criminal Police Organization ． http://www ． INTERPOL ．
int/Crime-areas/Crimes-in-sport/Integrity-in-sport,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
IOC Charter（2015）International Olympic Committee．Olympic Charter 2015． 
IOC （2015） International Olympic Committee． Factsheet IOC Integrity Initiatives． 
IOC（2012）IOC Code of Ethics，2012．International Olympic Committee． 
IOC（2014）Olympic Agenda 2020．  
IOC （ 2016 ） IOC NEWS ， website :01 JUN 2016 ．  https://www ． olympic ．
org/news/ioc-announces-rio-2016-joint-integrity-intelligence-unit-to-protect-integrit
y-of-the-games-at-workshop-in-brazil,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
IPC（2015） Anti-Doping Code， International Paralympic Committee． 
IPC（2013） IPC Code of Ethics． 
INTERPOL（2015）International Criminal Police Organization INTERPOL．Integrity 
in sports． 
JOHANNESBURG（2013）JOHANNESBURG DECLARATION， Adopted by the World 
Conference on Doping in Sport Johannesburg，South Africa，15 November 2013． 
John Wylie（2016）09．5．2016 ，ASC website News and Media， 
http://www．ausport．gov．au/news/asc_news/story_649199_guidelines_to_assist_
sporting_boards_with_integrity_oversight,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
J. league（2016）About J．league，website．サッカー界でのインテグリティへの取り組




http://www．playtruejapan．org/info/20130626,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
勝田隆（2015）スポーツ・インテグリティとは何か．友添秀則編，現代スポーツ評論．創
文企画，pp．42-55. 
木原正博，木原雅子 （2009） エイズと行動変容戦略-その現状と課題． 保健医療科学 58







向けた「7 つの提言」． 文部科学省コーチング推進コンソーシアム．  
NISU（2013）Understanding the Threat to the Integrity of Australian Sport， Andrew 
Godkin FAS NISU Sport Integrity Workshop Adelaide 27 November 2013． 
日本アンチ•ドーピング機構（2013a）公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構 JADA
ニュースリリース 2013 年 6 月 16 日配信．JADAWeb サイト．  http://www．
playtruejapan．org/info/20130626,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
日本アンチ•ドーピング機構（2013b）スポーツの未来への投資，日本アンチ•ドーピング
機構 : 4． 
日本アンチ•ドーピング機構（2015）日本アンチ•ドーピング規程 2015． 
日本サッカー協会 （2016） 倫理規範の制定について．日本サッカー協会理事会（6 月 16
日）添付資料：5． 
日本サッカー協会（2013） 暴力根絶相談窓口，サッカーの活動における暴力根絶に向け
て．https://www．jfa．jp/violence_eradication/pdf/140219．pdf,（参照日 2017 年 5
月 5 日）． 
日本スポーツ振興センター（2014）Integrity of Sport を考える （2014 年 6 月東京）．  
  日本スポーツ振興センター主催シンポジウム，パネルディスカッション，http://www． 







6 月 7 日制定）． 
日本体育協会（2016）平成 26 年度コーチ育成のための「モデル・コア・カリキュラム」
作成事業報告書．日本体育協会 : 102−121． 
日本陸上連盟（2016）陸連時報．2016 年 3 月号 : 175． 




Saunders，J．S， Pearman，L （2016）Working together to protect the Integrity of Sport． 
Sports Betting Integrity at the 2015 Rugby World Cup V 5．0 : p．3．http://www．
sbifuk/images/Documents/Sports-Betting-Integrity-at-the-2015-Rugby-World-Cup-
V5．pdf,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
Simon．Hollingsworth （2016）09，5，2016 ASC website News and Media．  
http://www．ausport．gov．au/news/asc_news/story_649199_guidelines_to_assist_
sporting_boards_with_integrity_oversight,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
Sorbonne-ICSS（2014）， The Sorbonne-ICSS Guiding Principles for Protecting the 
Integrity of Sports Competitions， University Paris 1 Panthéon-Sorbonne and the 
International Centre for Sport Security （ICSS）．Sports policy and practice series 




スポニチ（2016）Sponichi Annex（2016 年 5 月 31 日） プロに研修会義務付け：日本テ
ニス協会コンプライアンス徹底． http://www．sponichi．co．jp/sports/news/2016 
/05/31/kiji/K20160531012693960．html, （参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
境田正樹（2014）日本経済新聞2014年6月26日付 全面広告．「インテグリティを日本の文化
に」． 
産経新聞社 （2016）産経ニュース，website : 2016．7．22．「IOC，スポーツ界のセクハ
ラ，虐待一掃へ」http://www．sankei．com/rio2016/news/160722/rio1607220008-n1．
Html,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
竹田恆和（2015）平成 27・28 年度会長就任所信表明，日本オリンピック委員会． 
http://www．joc．or．jp/about/president/policy．htm,（参照日 2017 年 5 月 5 日） 
友添秀則編（2015）スポーツの正義を保つために : スポーツのインテグリティーを求め
て．現代スポーツ評論（32）：創文企画． 
UK Sport （2016）UK Sports Charter for Sports Governance． 
WADA（2011）STRATEGIC PLAN 2011–2016． 
WADA（2015）The World Anti-Doping Code 2015． 




language=en,（参照日 2017 年 5 月 5 日）． 
WR（2015）Laws of the Game Rugby 2015，World Rugby:p．14． 



























第４章 取り組みの役割と今後の取り組みの方向性に関する視点および提案     
 
 第 3 章では，スポーツ•インテグリティ保護•強化に関して，国内外のスポーツ組織にお


































 第 3 章では，スポーツ組織の取り組みの事例を内容の共通性や類似性によって 7 つの項
目に整理した．これは世界のスポーツに関連する諸機関の取り組むべき問題の共通性を明
らかにすることやそこに存在する共有すべき情報を明らかにすることでもあった． 
 ここからは，この 7 項目をさらにスポーツ•インテグリティに関する取り組みが果たす
べき役割から精査し，スポーツ・インテグリティ保護・強化のための活動の方向性をさら
に明確なものにしたい． 
 そのために，まず，この役割の観点をもとに，第 3 章で示した「7 つの取り組み」それ





































































































































ーツ組織が世界アンチ・ドーピング機構（World Anti Doping Agency，以下「WADA」
と略す）や日本アンチ•ドーピング機構（Japan Anti-Doping Agency，以下「JADA」
と略す）といったアンチ•ドーピング機関と連携しているが，IOC，FIFA，JFA などは，




・また，FIFA や JFA は，INTERPOL の他に，賭博による試合の不正操作を早期に検出





































































































































































 というのも，第 1 に，この 3 つの視点は，第 3 章第 1 節の検討（スポーツ・インテグリ
ティへの中心的脅威に関する最新の取り組み）から共通的に示された課題と同じものであ
り，今後のスポーツ・インテグリティ保護•強化の取り組みを進めるにあたって注視すべ
きものであるからである．第 2 に，この 3 つの課題の「法的な関連活動」は，今後のスポ
ーツ・インテグリティ保護•強化の取り組みに実践性と実効性を持たせるためにより必要
となると考えられるからである． 
 本研究においては，この 3 つの視点を，今後のスポーツ•インテグリティの取り組みに
向けた方向性に関する視点として設定することとする． 
















 第 1 節においてスポーツ•インテグリティに関する取り組みが果たすべき役割の側面か
ら現状の取り組みの課題をより明確にした． 







１．スポーツの Autonomy のあり方に関する視点 






























































































































































第 2 の主体者は，審判であると考える． 

















































































































 特に，国内においては，2014 年に JSC が行った日本の体育系大学におけるコーチング
関連科目調査において，「インテグリティ」という用語を用いた科目は，1 つも見られな
かった．これについては，参考資料として示した．このような調査を受けて，日本体育協


















































































Integrity”（IOC，WADA，ASC，European Lotteries，International Centre for Sport 
Security），“integrity of Sport”（オーストラリア健康省，Commonwealth，ヨーロッパ
連合），“integrity in Sport”（INTERPOL，ASC，Sport New Zealand，FIFA）の3つに
大別されることが本研究で確認された． 
 この表記について，前置詞に着目すると，スポーツ・インテグリティの普及・教育を担






































































































 まず，第 1 節では「7 つの取り組み」をスポーツ•インテグリティに関する取り組みが果
たすべき役割的な側面からも検討を加えた．その結果，「方向性を提示•公開する役割」，「チ
ェックする役割」，「運営，運用に関する操作的な役割」，「教育的役割」，「持続性，実践性








その際，“integrity of Sport”あるいは“integrity in Sport”といった属性を表す of や範






















































































 なお，3 つの視点の設定に関するこれまでの検討のプロセスを表 4-1 に示した． 
 
 













































































 第 1 段階では，これまでのスポーツ組織における教義や教典に該当する規程やガイドラ
インといったルールは，スポーツ•インテグリティに関する今日的課題に対応した内容が
不足している可能性があるため，時代に即した改訂が求められる． 
 第 2 段階は，スポーツ・インテグリティ保護・強化につながる意識改革や行動変容を起
こすための実践的取り組みを通して，それらのルールが実効性を伴う必要がある． 

















 具体的には，直接的対象の第 1 をアスリートとし，第 2 を審判，第 3 を指導者，そして
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作的な役割」，「教育的役割」，「持続性，実践性に関する役割」の 5 つに整理した． 
 続いて，上記の結果から，今後のスポーツ•インテグリティの取り組みに向けた方向性
に関する視点について検討を加えた．その結果，スポーツの Autonomy のあり方，教育的
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 河野は，1946 年生まれで，現在，2020 年東京オリンピック•パラリンピック大会組織
委員会副会長および 2019 年ラグビーワールドカップ組織委員会副会長を務めている．


















 浅川は 1969 年生まれで，現在，日本アンチ・ドーピング機構専務理事・事務局長，
Institute of National Anti-Doping Organizations 理事，日本スポーツ仲裁機構理事など
を務めている．2004 年のアテネオリンピック大会では，世界アンチ・ドーピング機構
（World Anti-Doping Agency, 以下「WADA」と略す）の教育啓発活動メンバーとして参
加した． 
 本論•第 3 章では， 2016 年にフィンランドのアンチ•ドーピング機関（FINADA）が，
































 河合は 1975 年生まれで，1992 年バルセロナ大会から 2012 年ロンドン大会まで，パラ










第 2 項 調査の方法 
 
1．データ収集の方法 




1）用語の意味およびその定義に関して（本論•第 1 章に関連） 
質問例：①スポーツ•インテグリティとは 























•ロジャー・ジャクソン：2016 年 2 月 4 日（ナショナルトレーニングセンター：東京都）  
                       2017 年 1 月 19 日（カルガリー大学：カナダ・アルバータ州） 
•ジェイソン・ガルビン：2016 年 11 月 14 日，12 月 16 日（ナショナルトレーニングセン
ター：東京都） 
•ジョン・ベイルズ： 2017 年 2 月 1 日（ナショナルトレーニングセンター：東京都） 
          ＊メールによる回答（2017 年 2 月 28 日）も用いた． 
•河野一郎：2016 年 10 月 1 日（ナショナルトレーニングセンター：東京都） 
•浅川伸：2016 年 7 月 8 日，2017 年 4 月 19 日（ナショナルトレーニングセンター：東京
都） 
•山脇康：2017 年 3 月 10 日（ナショナルトレーニングセンター：東京都） 
•河合純一：2017 年 4 月 12 日（ナショナルトレーニングセンター：東京都） 
 
2．分析および整理の方法 
















































































































































































































































































































































いても見られている．フィンランドのアンチ•ドーピング機関が，2016 年に Finnish 

































































































































































































































































































































注 2）FTEM とは，Foundations, Talent, Elite, Mastery という，パフォーマンスレベイ
ルズに基づいてアスリート育成の道すじを明らかにしていくための競技者育成に関
する新しい枠組みである．AIS のナショナルタレント発掘・育成統括マネジャー（当




スポーツキャリアを支える全ての人たちと定義している（文部科学省，2013, p．9）．  
注 4）JSC は，2013 年に行われた JSC 法改正に伴い，「スポーツに関する活動が公正か
つ適切に実施されるようにするため必要な業務」が新たな業務として加えられたこ
























































ピック研究会紀要 ，4：155．  
Gulbin（2013）An integrated framework for the optimisation of sport and athlete 
development: A practitioner approach． 
IOC（2012）IOC Code of Ethics 2012．International Olympic Committee． 















































なれば幸甚です．この論文を出発点とし，初心を忘れず，今後も精進していく所存です．     
 
平成 29 年 6 月 1 日 勝田 隆 
 
